









































インサイツの統計 (2018年 8月）によれば、ユニコーン企業は世界全体で 260社あるが、
















































































































































































































委兵長 I 吉川弘之 （独）科学技術振興機構研究開発戦略センター長
委員（委員長代理） 三村明夫新日本製鐵（株）代表取締役会長 | 
委員 I 國井秀子 リコ—|T ソリュージョンズ（株）取締役会長執行役員
委員 棚橋元 弁護士、森・濱田松本法律事務所パートナー | 
委員 能見公ー （株）産業革新機溝代表取締役社長 (CEO) | 
委員 I 武藤徹一郎 （公財）がん研究会上席常務理事・メディカルディレクター（代表理事）
委員 吉田淑則 JSR（株）取締役会長 | 






























































































































































各分野の • 海外買収や稟界再編のボ l) ュームを一定量確保することで、安定したリターンを確保した上で、ペン
ポートフォリオ チャー 投資や戦略的LP投資で大きなリスクを取る










































ハイテク領域 ・・・ 1案件当たり 10億円以下、領域総額 50億円以下
ライフサイエンス領域・・・ 1案件当たり 10億円以下、領域総額 50億円以下
アカデミア発シーズ・..1案件当たり 1億円以下、領域総額 10億円以下




































2009年から 2011年までの推移はグラフには載っていないが、 2009年は実績はなく、 2010











ベンチャーレベルヘ割合は 79.6%、分割・再編レベルは 8.7%、海外は 11.7％で、アーリー
レベルヘの投資を主としている。しかし、投資金額ベースでみると全投資額 (1兆 1205億
円）の 52.8％は分割・再編レベルの投資が占めており、アーリー・ベンチャーレベルヘ割







「産業機械」 13%、 「素材・化学」 10%、 「電子デバイス」 9%、 「戦略的LP投資」 7%、 「消





最も多く、次いで「ライフサイエンス」 18%、 「産業機械」 8％といったような状況で、件
数の構成比とほぼ同じである。
図表ー12 投資決定件数（累計）と支援決定金額（累計）



























































支援決定額 実投資額 （うち直接 （うちLP出資
借入金残額 合計 件数●2 件数
投資｝ を通じた案件）
平成21年度 100億円 0億円 0億円 1 1 ゜ ゜ ゜平成22年度 468億円 309億円 0億円 12 12 ゜ 12 ゜平成23年度 3,437億円 2,670億円 2, 190億円 10 10 ゜
， 
゜平成24年度 2,210億円 724億円 2, 105億円 14 14 ゜ 14 ゜平成25年度 821億円 I. 701億円 2,985億円 35 22 13 27 3 
平成26年度 956億円 820億円 2,488億円 74 20 54 23 1 
平成27年度 311億円 246億円 2,488億円 80 13 67 15 10 
平成28年度 1,542億円 I, 689億円 3, 798億円 80 13 67 14 17 
平成29年度 647億円 766億円 1,978億円 60 15 45 15 13 
累計 1兆493億円 8,925億円 1,978億円※1 366 120 246 129 43濠3
※1 借入金残高は平成29年度末時点のもの。
※2 年度毎の件数は、当該年度に投資を行った件数。
※3 内35件は全保有株式の処分、 4件は一部の処分、 4件は支援撤回 （同年度内に複数の処分決定が生じた場合は合わ
せてカウン ト）。






















た。産業革新機構が 1383億 5000万円を出資し、ユーザー企業 8社が総額 116億 5000万
円出資している。ユーザー企業の出資額の内訳は、 トヨタが 50億円、日産が 30億円、ホ
ンダ系サプライヤーのケーヒンが 10億円、デンソーが 10億円、キャノンが 5億円、ニコ
































平成29年度(H2941~303 31) 488,067,722 329,925,677 220,157,168 
平成28年度(H2841~293 31) 30,152,931 1,030,981 1,349,058 
平成27年度(H2741~283 31) 75,182,974 -42, 119,266 -47,715,899 
平成26年度(H2641~273 31) 4,359,589 -8,428,856 -8,347,782 
平成25年度(H2541~263 31) 166,866,563 58,752,678 36,216,550 
平成24年度(H2441~253 31) 183,866 -8,989,334 -9,794,659 

















































なった（図表ー16)。新機構は、 2018年 10月 26日に米国のバイオや創薬に携わるベンチ
ャー企業に対して、投資する 1号ファンドを設立し最大で 20億ドルを拠出することを決め














-----―` l椿衿芦 I ・橙場が投蚤案件 I＇ ごとに大臣意見 ’













































代表取締役社長 CEO、産業革新投資委員 田中 正明 （たなかまさあき）
代表取締役副社長 金子 恭規 （かねこ やすのり）
代表取締役専務 co 佃 秀昭 （つくだ ひであき）
代表取締役専務 チーフィンベストメントオフィサー 戸矢博明 （とやひろあき）
常務取締役 CFO 窟藤通雄 （さいとう みちお）
常務取締役 CSO 三浦章豪 （みうら たかと し）
＊斎藤氏、三浦氏の 2名を除く 9名が辞職
（出所）「株式会社産業革新投資機構 発足」『NewsRelease』
ic.co.jp/j p/news/pdf/pressrelease _j. pdf) より。






































































































1) 「目指すは巨大ベンチャー 数字で見るベンチャー 市場 大型調達が増加、今後の有望分野は？」『月間事
業構想』2018年11月号： https://www.projectdesign.jp/201811/goto-big-venture/005574.phpより．なお、
2018年6月には、日本のユニコー ン企業であるメルカリが IPO（株式公開）。時価総額が約 6700億円とい
う大型上場となりっている。 5月にはラクスル時価総額 453億円、 4月には HEROSは時価総額 1634億
円、 3月にはRPAホー ルディングス時価総額738億円、 2月にはジェイテックコー ポレー ション時価総額
545億円など、上場企業が生まれている。同資料より。
2) 日経朝刊、 2018年9月4日付け。同記事では、「世界の投資マネー が集まる米国より、欧州との比較が参
考になるとの見方がある。その比較でも国や自治体による支援や、年金基金など機関投資家の出資拡大、起
業家教育などで日本はまだ途上といえそうだ」と指摘されている。
3) 「未来投資戦略 2018-『Society5.0』『データ駆動型社会』への変革ー」平成 30年 6月、 p.123.
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2018_zentai.pdfより。
4)「未来投資戦略 2018」、同上資料、 pp.123-124.同プログラムに関しては、 http://www.meti.go.jp/press/
2018/06/20180611003/20180611003.htmlが詳しい。













































19) 「中小型ディスプレイ事業統合に関する正式契約の締結について」産業革新機構『NewsRelease』 (2011 









21) 平成 25 年度「事業報告」 (https://www.j —ic.co.jp/jp/report/pd伽eport140701_01.pdf) ならびに 26 年度の
「事業報告」 (https://www.j・ic.eo.jp/jp/report/pdf/report150701_0l.pdf)を参照されたい。
22)平成29年度の「事業報告」 (https://www.j・ic.eo.jp/jp/report/pdf/reportl8070l_Ol.pdf)を参照されたい。
23) 2018年9月末現在で、官民ファンドヘの政府からの出資額は約 7,926億円、民間からの出資額は約 3,990
億円であり、官民ファンドは、政府及び民間から合計約 1兆 1,916億円の出資を受け入れている。また、
2018年度においては、官民ファンドに対し 2兆 9,849億円の政府保証が付されている。他方、官民ファ
ンドがこれまでに支援決定した出資案件は 910件、支援決定額は約 2兆 3,712億円、実投融資額は約 1
兆8,603億円であり、官民ファンドの投融資が呼び水となって民間から投資された額は約 4兆 1,780億
円となっている。官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会「官民ファンドの運営に係るガイ






















clawback条項を手掛かりとして一」 2017年、 pp.25-30を参照されたい (http://www.lawschool.tsukuba.ac.
jp/wp/wp・content/uploads/2017/05/9cf63ab383633ae54c8c28a49a6393a9.pdf)。
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